予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：薬務水道費　目：薬務費
	事業名　薬物乱用防止対策活動費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　薬務水道課　　生産指導監視係　電話番号：058-272-1111（内2574）

　　　　　　　E-mail： c11224@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　2,097千円（前年度予算額： 1,733千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,733
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,733

	要求額
	2,097
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,097

	決定額
	2,097
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,097


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　・薬物事犯検挙人員は依然として高水準で推移し、近年、未成年や若年層を中心に大麻、MDMA等合成麻薬の乱用が拡大するなど予断を許さない状況が続いている。
・最近では、合法ハーブ等と称して販売される薬物を使用した者が二次的な犯罪（交通事故等）や健康被害を起こす事例が多発するなど、依然として厳しい情勢であり、薬物の乱用による保健衛生上の危害を未然に防止するための事業を実施する必要がある。
（２）事業内容

・薬物の乱用による保健衛生上の危害を未然に防止するため、次の事業を実施する。

ア　薬物乱用防止指導員の委嘱、研修会の開催、出前講座の実施

イ　薬物乱用防止キャンペーン等の実施

ウ　薬物問題に関する相談窓口の設置
（３）県負担・補助率の考え方
・本事業は県民に対して薬物乱用の危険性を周知・啓発し、薬物の乱用による保健衛生上の危害を未然に防ぎ、県民の安全を守るための事業であり、県負担は妥当である。

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	37
	薬物乱用防止指導員研修会講師謝金

	旅費
	439
	講師費用弁償及び業務旅費

	需用費
	1,114
	啓発用資材及び啓発用ＤＶＤの購入、薬物乱用防止出前講座用パンフレット作成、薬物乱用防止指導員委嘱状の印刷等

	役務費
	507
	キャンペーン用啓発資材の送付、薬物乱用防止指導員への連絡等

	合計
	2,097
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）関係する計画、通知等

・第四次薬物乱用防止五か年戦略（平成25年8月7日策定）

・第三次薬物乱用防止五か年戦略フォローアップ
（平成25年8月7日取りまとめ）
・合法ハーブ等と称して販売される薬物に関する当面の乱用防止対策

（平成24年8月30日取りまとめ）

・薬物乱用防止対策事業の実施について

（平成11年7月9日付け医薬発第835号）
　・薬物乱用防止対策事業の運用について

（平成11年7月9日付け医薬麻第1101号）

・「ダメ。ゼッタイ。」普及運動実施要綱

・麻薬・覚醒剤乱用防止運動実施要綱

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　・薬物の乱用による保健衛生上の危害を未然に防止するため、県民に対し、薬物乱用の危険性を周知・啓発し、薬物乱用の根絶を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	出前講座開催実績
（小・中・高校のべ数）（校）
	（H  ）
	320
（H22）
	342
（H23）
	338
（H24）
	
	

	薬物相談実績（件）
	（H  ）
	34

（H22）
	28

（H23）
	45

（H24）
	
	

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	・本事業は、啓発により薬物乱用による保健衛生上の危害を未然に防止することを目的としており、成果を定量的に示すことはできない。

・なお、事業実績として、出前講座開催実績及び薬物相談実績を記載した。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・薬物乱用防止指導員等による薬物乱用防止出前講座の開催
（県内小、中、高校のべ３３８校、大学等専門学校１１校１４回実施）
　・「ダメ。ゼッタイ。」普及運動街頭キャンペーン（県内１２会場）
　・麻薬・覚醒剤乱用防止運動特別街頭啓発活動（県内１５会場）

　・薬物相談窓口の開設（相談件数４５件）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　・児童、生徒を対象に薬物乱用防止出前講座を３００回以上開催し、実施後のアンケート調査では９０％以上が「絶対使うべきでない」と回答するなど、薬物乱用防止を強く訴えることができた。
・薬物相談窓口を開設し、薬物依存症者やその家族等の相談に応需した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	覚醒剤事犯の検挙人員が依然として高水準で推移していること、また、合法ハーブ等と称して販売される薬物を使用した者が二次的な犯罪や健康被害を起こす事例が多発するなど、その乱用が憂慮されていることから、薬物乱用防止の啓発事業及び薬物相談窓口の開設の必要性は極めて高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	学校や地域で薬物に関する正しい知識について啓発を行うことや、定期的にキャンペーン活動を実施する等の啓発活動を通じ、特に、安易に薬物乱用に陥る可能性のある若年層に対して注意喚起を行うことは有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯

	　国、県、関係団体や県が委嘱する薬物乱用防止指導員４００名と協力して効率的に事業を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　・最近、合法ハーブ等と称して販売される薬物等、乱用される薬物が多様化しており、若者への広がりが懸念されている。また、インターネット等により薬物の入手が容易になっていることから、継続して周知・啓発を行う必要性がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・青少年、家庭及び地域社会に対する、薬物に対する正しい知識の啓発を強化することにより、薬物乱用未然防止を推進し、県民の安全、安心で健康な暮らしを守る。


